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以上の3分析では，活動セソター問のトレード・オフを例示したが，このよ
うなトレード・オフは特定の活動セソター内でも，また企業聞でも行なわれる
ことは，すでに1で前述したところである。
3　スペシャル・コスト・スターディ
　トータル・コスト・アプローチで行なわれるトレード・オフ分析において実
施される原価計算は，伝統的な原価計算制度ではなくスベシャル・コスト・ス
ターディ（specialcoststudy）である。スベシャル・コスト・スターディは，
直訳すれば特殊原価調査であるが，その本質は物流における意思決定会計であ
る。物流近代化においてトレード・オフを行なう場合，2つまたは2つ以上の
代替案のトータル・コストを算定し，その比較分析を通じて近代化の意思決定
を下す際に，必要な原価情報を入手するための方式が，このスペシャル・コス
ト・スターディであるといえる。
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　スベシャル・コスト・スターディが対象とするトレード・オフは常に相違す
るから，予め一定のトレード・オフの類型を想定し，その場合の典型的な計算
パターソを定め・それを1つの制度として常時反覆的に実施することは，不可
能であ私特定のトレード・オフの内容に応じた計算パターソを常に創造し，
1回限りで必要な時だけその計算を試みれば足りる。
　スベシャル・コスト・スターディでは，第一に，どんたコスト概念を使用す
るかが間題と恋る。ここで使用する特殊原価（special　cOsts）は，過去に実際に
支出した実際原価（aCtual　C・StS）ではたく，今後消費されると予定される未来
原価（futu・・cOsts）である。未来原価は，実際原価を基礎とし，その中から異
常値を排除して正常原価を求め，これに将来の変動予想を加味して計算す私
　トレード・オフ分析では，特定の代1替案に直接関連のあるコストが計算の対
象とされる。このようた特定の代替案に直接関連を有するコストが，関違原価
（relevant　cOsts）であり，無関連原価と区分される。トレード・オフで必要な
のは関連原価だけであり，もっと厳密にいえば関達原価の差額であるといえ
る。どの代替案をトレード・オフするかによって影響を蒙むる関連原価の差額
のことを，差額原価（di妊erential　cOsts）と称する。つまり，トレード・オフに
必要注コストの認識基準が関連原価であり，当該金額の測定基準が差額原価で
ある。
　差額原価とは，選択可能た幾つかの代替案が存する場合，どの代替案を選択
するかによって増加または減少する原価（総原価または原価要素）のことで，
主として変動費がこれに当たるが，固定費の中にも差額原価があ飢
　ここに，変動費（v・・iable　cOsts）または固定費（ix・d　costs）は，次のものを
指す。
a　変動費とは，操業度の増減に応じて，一定期間における総額が比例的に変
　動する原価要素をいう。
b　固定費とは，操業度の増減にかかわりなく，一定期間における総額が変化
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　しない原価要素をいう。
　もちろん変動費・固定費といえども，操業度がO劣から工00劣まで一貫して
比例的に発生する絶対的変動費や，操業度がO劣から100劣まで一貫して一定
額に留まる絶対的固定費は存在しないのであって，一定の操業度幅の中で比例
的または固定的である相対的変動費または相対的固定費にすぎ肌㌔総費用を
変動費と固定費に分解する手続が費用分解であって，具体的には第3表の何れ
かの手法がとられる。
　　　　　　　　　　　第3表費用分解の代表的手法
分解法の種類 分解法の名称 分解法の特質
会計的方法 勘定科目法 勘定科目を基礎として分解する。
図表的方法 散布図表法 図表を描いて分解する。
最小自乗法 一次方程式により分解する。
数学的方法
変動費率法 変動費率を求め，これから分解する。
I　E的方法 I　E　法 作業研究により分解する。
　変動費に類似した概念として，増分原価と限界原価の概念がある。増分原価
（inCrement・I　COStS）は，操業度が増加する場合に生ずる代替案相互の総原価の
増加額であり，減分原価（操業度が滅少する場合に生ずる代替案稽互の総原価
の減少額）も含めて総称することもあ孔変動費は会杜全体について認識する
こともできるし，特定の代替案について把握することもできるが，特定の代替
案について把握された変動費は，増分原価と呼ぶのである。
　他方，隈界原価（marginal　costs）は，操業度が一単位増減する場合の原価の
増減額であって，操業度一単位あたりの変動費がこれに相当するものと考えて
よい。増分原価も隈界原価も，ともにその主たる内容は変動費であるが，固定
費も一部含まれることがあり，この点が変動費概念と大きく相違している。
　以上は，会計帳簿上の原価榎念であるが，会計帳簿には記載されず，トレー
ド・オフ分析にあたってのみコストとして計上される費目もある。これが付加
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原価（imputed　cOsts）であり，杜内金利，機会原価，敢替原価の各種類がある。
決算会計上では金利は支払金利のみに限定されるが，トレード・オフ分析では
広く杜内金利を金利として計上しなげれぼ，適切な原価比較はできない。杜内
金利としては・従来，表面金利がそのまま準用されるのが通例であったが，拘
東預金カミー般化した現在では実質金利によらたければ意味がない。これからは
さらに一歩前進して「資金コスト概念を導入した杜内金利」を活用すべきであ
私このような杜内金利の詳細については，拙稿r物流原価計算における杜内
金利の取扱い」（『会計』昭和46年12月号）を参照されたい。
　　　　　　　　第3図　トレード・オフ分析で使用される特殊原価
土内金剥
機会原価　　｛洲⊥川
．付加原価
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価　原
　　価
　　　　　　狭義の取替原価　　関連原価　　　変動費
＝i耐冠珊“〕
　　　　　　広義の　　　差額原価未釆原価　困違原価
実際原価
非関違原価　　　　没原価
製造原価　　　阪　売
固定費
営　業　費　　　般管理一
価
　トレード・オフ分析で特に重要なのは，機会原価概念である。機会原価
（oppo前㎜ity　costs）というのは・選択可能な代替案のうち1つをとり他を棄て
た結果減少する測定可能な価値犠牲額をいう。たとえば，流通センター建設の
可否を検討する場合を取止げてみよう。売却すれば1億円の純利益がえられる
ある土地を流通センターの敷地に使用する時は，売却する際にえられる純利益
1億円が放棄されてしまうので・この金額を機会原価として流通セソターの建
設費に加算しないと，流通セソター建設のトレード・オフを適正に実施するこ
とはできないo
　さらに取替原価が問魑とされることもあ乱取替原価（replacement　costs）
というのは，同一の物流資産を取替える際に必要とされる現在価値のことであ
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り，現在の市場における市価と考えればよい。近年のようにクリーピング・イ
ンフレが進行している時代においてぽ・取得原価と現在時価の間に多額の差額
が生じるので取得原価で償却していると・取替時に取替資金を確保できない欠
点が生ずる。よって時価を基準に償却する必要が生じるのである。
4　マネジメント・アカンティング・プリンシプル
　物流原価計算のようなマネジメント・アカソティソグ（㎜anage㎜・nt　a㏄Oun・
ti㎎）においては，前記の三原則以外にも色々な新しい原則が必要とされるの
で，これらについて簡単に論述しておこう。
a　プロジェクト計算の原員聰一・トレード・オフ分析では，対象となる代替案
　がユつのプロジェクトとなるので，当該プロジェクトに要するコストだけを
　他のコストと区分して集計すれぼ足りる。
b　プロジェクト期間の原則・一・トレード・オフ分析では，対象となる代替案
　を1つのプ目ジェクトとするので・そのプロジェクトの開始から終了に至る
全期聞の総コストまたはコストの総節約額を算出する必要がある。特定の事
　業年度にかかわるコストを集計するだけでは不十分である。
C　時間的要素考慮の原則……長期的な代替案をトレード・オフする場合には，
時閻的要素を考慮し・将来獲得される原価節約額を現在価値に割引いて，現
　価（present　value）の形で比較しなければたらない。
d　現実的計算の原則……決算会計では，租税目的や配当目的から合法的な枠
　内で各種の会計政策が加えられるが，トレード・オフに当ってはこれらを排
　除しできるだげ現実に応じた原価計算方式を使用する必要がある。
　　たとえば・決算会計では・減価償却費は，定率法により残存価格を取得原
価の1割として法定耐用年数で計算するが・トレード・オフ分析では，定額
法により残存価格ゼロで実際耐用年数で計算することを推めたい。
e　合冒的計算の原則……トレード・オフ分析では代替案を選択するに足る清
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報さええられれぱ十分であるから，決算会計の場合のような完全性や網羅性
は必要としない。たとえば千円単位でもよく，見積や予測カミ介入しても差麦
　えない。
f　適時的報告の原則・一・トレード・オフの意思決定を下すに必要な時期まで
に分析繕果が報告できなげれば，いかにすぐれた内容をもったデータでも宝
　の持ちぐされになってしまう。このために，迅遠性が要求されるのであって，
決算会計のような事後会計と根本的に相違する。
g　明瞭表示の原則一・・トレード・オフの分析結果を物流管理者に明瞭に表示
　し，容易にその結論を把握できるよう工夫すべきである。この点からは，会
計特有の用語や様式は極力避げ，物流管理者向にアレソジすることが要講さ
　れる。
h　総合判断重視の原則……トレード・オフ分析の結果は，意思決定のための
　1つの情報にしかすぎない。物流管理者はそのほか非計量的情報をも考慮し
　て総合判断を行ない，最終的なトレード・オフを行なうべきであって，計量
的な分析結果だけで機械的に判断することは，厳に慎まなげれぼならない。
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